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当日配付資料　②

具体的取組２－１－１

計
画

取組内容 業績目標（中間アウトカム）

　26年度に各地域が策定した地域防災計画を基
に地域住民が主体的に避難所を開設・運営でき
るよう避難所開設訓練の開催を支援するととも
に、災害時の避難行動がより円滑に行われるよ
う地域防災学習会の開催を支援する。
　区災害対策本部と地域本部等との連携を含め
た迅速・的確な情報連絡体制を確立するための
支援を行う。
　また、必要に応じて地域防災計画の改定を支
援する。

地域が主体的に実施する避難所開設訓練及び
地域防災学習会を実施した地域：11地域

地域の自主防災組織が主体的に防災訓練（避
難所開設訓練）及び防災学習会を実施した地域
の数：全地域
【撤退基準】
地域の自主防災組織が防災訓練（避難所開設
訓練）及び防災学習会を実施した地域が5地域
以下であれば事業を再構築する。

前年度までの実績

28・２９年度とも、避難所開設訓練・地域防災学
習会全地域実施

【地域防災の活動支援】

28決算額 2,424千 29予算額 1,231千 30予算額 989千

計
画

取組内容 業績目標（中間アウトカム）

地域防災力の強化に向けて、地域の自主防災
組織による「避難行動要支援者支援計画」の策
定を危機管理室の自主防災組織力向上コーディ
ネーター、港区社会福祉協議会などと連携して
支援するなど、地域における避難行動要支援者
の避難支援の取組の促進を支援する。
　
・避難行動要支援者の避難支援の取組みを進
めた地域：11地域
　

　避難行動要支援者支援の内容を盛り込んだ避
難所開設訓練を実施し、避難行動要支援者支
援計画の策定に取組んだ地域の数：8地域以上
【撤退基準】
　上記が３地域以下であれば事業を再構築す
る。

前年度までの実績

・28年度　避難行動要支援者の避難支援の学習
会を開催：２回
　避難行動要支援者支援計画を、地区防災計画
等に反映するよう働きかけた地域：11地域
・29年度　避難行動要支援者支援の内容を盛り
込んだ避難所開設訓練を実施した地域の数：10
地域

【避難行動要支援者対策の促進】

28決算額 - 29予算額 - 30予算額 -

具体的取組２－１－２

平成30年度港区運営方針（案）抜粋版（防災・防犯部会関連）
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1,117千 30予算額 1,084千

地域防災リーダー及びジュニア防災リーダー（中
学生）に対し、消防署及び大阪市危機管理室の
自主防災組織力向上アドバイザーと連携した訓
練等を実施する。

・新人地域防災リーダーの研修会：１回
・中学校での防災学習：各１回　計５回

防災学習を受けた中学生のうち「災害時の役割
等を理解した」と答えた生徒の割合：85％以上
【撤退基準】
防災学習を受けた中学生のうち「災害時の役割
等を理解した」と答えた生徒の割合が50％以下
であれば事業を再構築する。

前年度までの実績

・新人地域防災リーダー研修会
　　港消防署：29年５月28日実施済（８名参加）
・中学校での防災学習会（ジュニア防災リーダー
講習会）
　　港南中学校：29年６月10日実施済
　　港中学校：29年11月18日実施済
　　築港中学校：30年３月３日実施済
　　市岡中学校：30年３月２０日実施予定

具体的取組２－１－３ 【防災リーダーの育成】

計
画

取組内容 業績目標（中間アウトカム）

港区内の各地域において防災活動に協力し、被
害の軽減や地域生活の早期復旧等に貢献する
災害時ボランティア制度を充実させるため、港産
業会等への働きかけを通じて防災サポーター登
録企業等への研修会等を実施する。

・研修会等の実施回数
　　年1回

研修会に参加した防災サポーター登録企業のう
ち、サポート内容を認識できたと考えている企業
の割合：70％
【撤退基準】
研修会に参加した防災サポーター登録企業のう
ち、サポート内容を認識できたと考えている企業
が50％以下であれば事業を再構築する。

前年度までの実績

防災サポーター登録者数：56 社
・大阪青年会議所会員企業等：27社
・港区内の企業等：29 社

　【防災サポーター登録企業等の確保】

28決算額 - 29予算額 - 30予算額 -

具体的取組２－１－４

28決算額 1,297千 29予算額

計
画

取組内容 業績目標（中間アウトカム）
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29予算額 30予算額 -

【津波避難ビルの確保】

28決算額 - -

具体的取組２－１－６

具体的取組２－１－５

計
画

取組内容 業績目標（中間アウトカム）

区災害対策本部の初期初動体制をより強固とす
るため、区緊急本部員と大阪市各局職員のうち
直近参集職員に指定された区内居住職員が連
携した区災害対策本部の立ち上げ訓練等を実
施する。

・直近参集職員及び区緊急本部員の合同訓練
1回

訓練に参集した直近参集職員の割合：95％
【撤退基準】
訓練に参加した直近参集職員の数が50％以下
であれば事業を再構築する。

前年度までの実績

28年度：　１回　17名中16名参集
29年度：　30年１月17日実施

【災害時における初期初動体制の強化】

29予算額 - 30予算額 -28決算額 -

計
画

取組内容 業績目標（中間アウトカム）

区内の公共施設、大規模施設、全国チェーン店
等は危機管理室が、地域の民間施設は区役所
が地域と連携して、津波来襲時に緊急避難でき
る「津波避難ビル」の指定を行う。

・津波避難ビルの指定について働きかける施設
数：５箇所

-

計
画

取組内容 業績目標（中間アウトカム）

災害時避難所での生活が困難な高齢者や障が
い者など、支援が必要な方のため災害時に福祉
避難所となる社会福祉施設に対して、福祉避難
所の設置運営訓練等の実施を働きかける。

取組を働きかける施設数：28施設

福祉避難所の設置・運営訓練等を実施した数：5
施設

【撤退基準】
福祉避難所の設置・運営訓練等を実施した数が
1施設以下であれば事業を再構築する。

前年度までの実績

28年度　学習会の開催　（18施設参加）
29年度　学習会の開催　（19施設参加）

具体的取組２－１－７ 【福祉避難所の設置運営支援】

28決算額 - 29予算額 - 30予算額

新たに指定した津波避難ビルの数：５箇所

【撤退基準】
新たに指定した津波避難ビルが0箇所であれば
事業を再構築する。

前年度までの実績

区内の津波避難ビルの数：99箇所
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【防災広報・啓発】

具体的取組２－１－８

計
画

取組内容

区民の防災意識を高めるため、防災に関する基
本的な情報に加え、災害時における「自分の命
は自分で守る（自助）」「自分たちのまちは自分た
ちで守る(共助）」取組を促進する。また、津波避
難ビル、災害時避難所等の場所を掲載した区広
報紙の防災特集号を作成し配布するとともに、
区ホームページにおいて適宜情報を更新し、発
信する。

・区広報紙の特集号の作成、配布：１回

具体的取組２－１－９

業績目標（中間アウトカム）

「災害の備えとして港区の広報紙やホームペー
ジが参考になった」と答えた区民の割合：60％以
上
【撤退基準】
「災害の備えとして港区の広報紙やホームペー
ジが参考になった」と答えた区民の割合が40％
以下であれば事業を再構築する。

-

計
画

取組内容 業績目標（中間アウトカム）

前年度までの実績

28年度
「災害の備えとして港区の広報紙やホームペー
ジが参考になった」と答えた区民の割合：51.9％
区広報紙防災特集号の発行
  28年度：１回　29年度：１回

230千28決算額 29予算額 586千

小・中学校における防災・減災教育が、地域の
実態に応じて効果が発揮できるよう支援を行う。

・小・中学校との防災・減災教育についての情報
共有・意見交換会等の開催：各校１回以上

小中学校における地域と連携した防災・減災教
育の取組校数：６校
　
【撤退基準】
学校における地域と連携した防災・減災教育の
取組校数が３校以下となった場合は、事業を再
構築する。

前年度までの実績

28年度実績
・「区と連携した取り組み」項目について区が提
供できるメニューを提示し個別に相談を実施（88
校）
29年度実績
・地域と連携した防災・減災教育の取組みにつ
いて実施（10校）
・区教育行政連絡会で、防災・減災教育の情報
共有　（小・中各１回・16校）

【防災・減災教育の推進】

28決算額 - 29予算額 - 30予算額

30予算額 570千
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具体的取組２－１－10 【津波による浸水区域外における災害時避難所等の確保】

28決算額 - 29予算額 - 30予算額 -

計
画

取組内容 業績目標（中間アウトカム）

重点施策推進経費を活用して、湾岸区域（此花
区、港区、大正区、西淀川区、住之江区の5区）
の津波対策として、浸水等によって自宅に戻れ
ず災害時避難所等での生活を必要とする住民
が、浸水区域外で避難生活を送るための災害時
避難所等の確保に取り組む。
平成30年度は、浸水期間や要避難者数などの
データ解析・シミュレーション等を実施し、各区の
地域特性を踏まえながら、湾岸区域の5区の避
難対策を立案する。

・湾岸5区を対象とした避難行動計画(案)の策定

湾岸5区を対象とした避難行動計画(案)の策定。
（高精度な①浸水期間の算定、②小地域ごとの
要避難者数の算定、③非浸水地域での避難施
設の確保と避難ルートの選定、④避難所の運営
方法など）
【撤退基準】
湾岸5区を対象とした避難行動計画(案)を策定で
きなければ事業を再構築する。

前年度までの実績

26年度：「湾岸５区津波対策推進ＰＴ」を立上げ、
津波対策の共通課題を検討・解決に向けた取組
み実施
27年度：区長会安環防部会に「湾岸部津波対策
の推進に係るＷＧ」を設置し、津波避難ビル指定
などの取組みを進め一次避難場所はほぼ確保
29年度：WGを継続、大阪市立大学と連携し、非
浸水地域への避難行動計画の策定に向けた大
まかな研究・分析に着手
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【地域防犯啓発】

28決算額 263千 29予算額 414千 30予算額 1,382千

具体的取組２－２－１

計
画

取組内容 業績目標（中間アウトカム）

子どもへの声かけ事案や強制わいせつは依然
継続して発生している状況を踏まえ、犯人の特
定に有効な防犯カメラを設置する。

・子どものための「見守りカメラ」設置：６箇所

平成30年の通学路や公園等で子どもが被害に
あった犯罪発生件数（“ちかん”や”変質者”を含
み、“声かけ事案”を含まず）を前年以下とする。
【撤退基準】通学路や公園等で子どもが被害に
あった犯罪発生件数が前年より増加した場合は
事業を再構築する。

前年度までの実績

・「子どもの安全見守り防犯カメラ」の設置補助を
実施（24～25年度）
・港区独自に街頭犯罪を減少させるための防犯
カメラを警察と連携し、区役所が設置（25年度）
・子どもの安全見守り防犯カメラを区役所が設置
し地域が管理する事業を実施（26年度：8箇所、
27年度：14箇所、28年度：8箇所設置）
・大阪市全域で「子どものための『見守り防犯カ
メラ』」を3年間（28～30年度）で1000台設置（公
設置公管理）するうち、港区では28年度公園に
11箇所設置。29年度通学路に７台設置
・通学路や公園等で子どもが被害にあった犯罪
発生件数：８件（29年）

計
画

取組内容 業績目標（中間アウトカム）

警察と連携して、区内の犯罪発生場所などの犯
罪情報を地図と一覧表に集約し、各地域の「地
域安全センター」（老人憩の家12箇所）に配置す
るとともにホームページ等で積極的に発信を行
う。また、地域と協働して防犯意識を高めるため
のひったくり防止キャンペーン等を実施し、街頭
犯罪を減少させ、安全・安心なまちづくりをめざ
す。

警察や地域等と協働して実施する防犯啓発活
動：35回

防犯意識が向上した区民の割合：前年を上回
る。
港区安まちメール登録者数：前年を上回る。
【撤退基準】防犯意識が向上した区民の割合に
ついて、前年よりも増加しなかった場合は事業を
再構築する。

前年度までの実績

・防犯意識が向上した（街頭犯罪に対する備えを
日頃から行っている）区民の割合：26年42.8％、
27年43.2％、28年43.7％
・警察・地域と協働して実施した啓発活動：56回
（29年度・２月末）
・港区安まちメール登録者数：5,390件（30年２月
末港警察署への登録）

1,122千 29予算額 －

具体的取組２－２－２ 【子どものための見守りカメラ設置】

28決算額 30予算額 －

6



円 円 円

円 円 円

前年度までの実績

・自転車マナー啓発のほか、市民協働型自転車
適正事業「Ｄｏ！プラン」に対する公募型企画提
案コンペを行い、弁天町駅前の放置自転車に関
する実態調査や自転車マナー向上に向けた調
査を実施。（23年度）
・区内の駅前を中心に啓発等を実施。（27年度
～）
・28年度に児童絵画路面シートを区内3駅周辺
歩道に張付け
※区内の放置自転車数：27年度 11,191台、28年
度 7,530台、29年度6,007台

具体的取組２－３－１ 【自転車利用の適正化】

28決算額 666千 29予算額

業績目標（中間アウトカム）

平成23年度の放置自転車やマナーに関する調
査結果を基に、駅周辺の放置禁止区域を中心に
啓発を強化する。

・交通指導員等による主要交差点における指
導・啓発：原則月１回
・啓発指導員等による弁天町駅前での啓発：原
則週２回

港区内全域の放置自転車台数：29年度（6,007
台）の台数以下
【撤退基準】港区内全域の放置自転車台数29年
度以下にならなかった場合は事業を再構築す
る。

28決算額 438千 29予算額 550千 30予算額 550千

【子ども見守り隊活動に対する支援】具体的取組２－２－３

計
画

取組内容 業績目標（中間アウトカム）

港区の11小学校区の子ども見守り隊活動団体
に対して防犯物品を支給し、その活動を支援す
るとともに、地域住民の防犯ボランティア活動へ
の参加を促進する。

・子ども見守り隊活動の実施校下：11校下

平成30年（１～12月）の子どもに対する声かけの
安まちメール件数を前年以下とする。
【撤退基準】30年の子どもに対する声かけの安
まちメール件数が前年より増加した場合は事業
を再構築する。

前年度までの実績

・平成21年度から９年間地域安全対策の取組と
して実施、子どもの安全確保は重要な課題であ
ることから、各地域の活動の実態に見合った防
犯物品の支給を行い、子ども見守り隊活動に対
する支援を行ってきた。
・子どもに対する声かけの安まちメール件数：27
年９件、28年３件、29年12件
・子ども見守り隊活動の実施校下：11校下（29
年）

30予算額 705千1,009千

計
画

取組内容
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具体的取組２－３－２

28決算額 38千

【弁天町駅周辺のバリアフリーに向けた取組】

38千 29予算額 202千 30予算額

計
画

取組内容 業績目標（中間アウトカム）

1,098千 29予算額 1,187千 30予算額 1,187千28決算額

具体的取組２－４－１ 【種から育てる地域の花づくり支援】

「大阪市弁天町地区交通バリアフリー基本構想」
に基づき、弁天町駅周辺（半径500m程度）のバ
リアフリー化に向けた取組を着実に推進するた
め、「交通バリアフリー弁天町地区連絡調整会
議」を開催し、関係局や関係機関と連携し、交通
バリアフリーの実現に向け継続的な取組を進め
る。
なお、地下道へのエレベーター設置までの暫定
的措置として、車いす利用者が地下鉄弁天町駅
ホームを利用して国道43号を横断できるように
支援する。

基本構想の具体化に向け、関係機関等との連
携を密にするための連絡調整会議を年１回開催
し、弁天町駅周辺のバリアフリー化に向けた取
組を促進する。
【撤退基準】
基本構想の具体化に向けた進捗管理ができな
かった場合は、取組内容を再構築する。

前年度までの実績

・24年度から「交通バリアフリー弁天町地区連絡
調整会議」を毎年度
開催
・26年度～　エレベーター設置までの暫定的措
置として、車いす横断支援事業を実施

花づくり広場6か所で植付け管理を行う区民ボラ
ンティア数を前年度より増加させる。
【撤退基準】区民ボランティア数が前年度より増
えなければ、事業を再構築する。

前年度までの実績

・緑化講習会等を開催し人材育成を行うなど新
たな参加者を増やす取組を実施。
・花づくり広場6か所で植付け管理を行う区民ボ
ランティア数：110名（30年2月末）

計
画

取組内容 業績目標（中間アウトカム）

花づくりに関する区民ボランティアを発掘・育成
するとともに、花づくりの拠点である花づくり広場
での活動を支援する。

・緑化講習会（全4回）の開催：1回
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円 円 円

円 円 円

－ 30予算額 －28決算額 －

計
画

取組内容 業績目標（中間アウトカム）

区役所に設置した相談窓口において、関係局や
区役所内関係課等と連携しながら保安上危険な
特定空家等への助言・指導を行う。

公民連携による空家の利活用を促進し、特定空
家の発生を防ぐ。

区民からの通報・相談のあった空家の調査を実
施し、空家の状態に応じて、所有者等に適切な
指導を実施。
・周辺の特定空家等に不安などを感じてる区民
の割合：10.7％以下
・特定空家等の解体や補修等による是正件数：
２件以上
【撤退基準】
周辺の特定空家等に不安などを感じてる区民の
割合が10.7％を超えた場合、または特定空家等
の解体や補修等による是正件数が２件未満の
場合は再構築を行う。

前年度までの実績

「大阪市空家等対策計画」を28年11月に策定
「大阪市港区空家等対策アクションプラン」を平
成29年４月に策定
（特定空家等に対する取組実績）
区役所へ通報のあった件数：28年度8件
指導の結果、解決に至った件数：28年度5件
周辺の特定空家等に不安などを感じてる区民の
割合：29年度12.5％

28決算額 － 30予算額 77千29予算額 94千

計
画

国道43号の沿道環境の改善を図るため、関係
機関と調整を図りながら、地域の声を踏まえた
取組を継続的に推進する。

影響を受ける地域と関係機関との連絡を密に
し、情報共有を図るための会議を開催し、環境
改善に向けた取組を促進する。
【撤退基準】
環境改善に向けた取組の進捗管理が継続でき
なかった場合は取組内容を再構築する。

前年度までの実績

24年度：弁天町駅前交差点Ｕターンレーンの完
成

取組内容 業績目標（中間アウトカム）

具体的取組２－４－２ 【国道43号沿道環境の改善】

29予算額

具体的取組２－４－３ 【特定空家対策】
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